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年 頭 所 感

理事長 山 本 寛

い よい よ今年か ら1980年 代 に入 ったが,エ ネルギーについては変動 の10年 の始

まりであ り,石 油に代 る新エネルギーの開発に もこれか らいよいよ 本腰を入 れね

ばな らない。 エネルギーの大宗を占める石油は 政治の武器 としての性格をい よい

よ明確 にし,1979年 は1973年 ついで再び石油価格 の大 巾な上昇を見たため,世 界

経済 に混乱が生 じたが,こ のような情況は80年 代 も続 くであろ う。

1次 エネルギーの大部分を輸入 に 頼 らざるを得ないわが国としては,わ が国の

経済 に波及する 外乱 を極力小さ くくいとめるよう,恒 久的 な方策 を確立せねばな

らない。石油事情は80年 代において も,或 いは1時 的 には小康 を保つことがある

か も知れないが,決 してそれで安堵 してはならないし,安 逸 をむさぼる事 も許 さ

れない。 また,小 康を保つことはあ って も永続は しないであろう。石油の重質化

も次第に重さを 加えてのしかか って来 るであろ うから,新 エネルギー の開発 と共

にその対策 も講 じて置かなければな らない。

これか らのエネルギー源 としての石炭のガス化や液化には80年 代中には まだ大

きな期待がかけられない こと,当 面す ぐ使えるLNGに ついては高価格は免れ得な

い こと,ま たその他の新エネルギーについて も太陽熱給湯 を除いては80年 代 には

その役割 を期待 し難い ことが明瞭である。 したが って,こ の10年 間は,最 も安い,

しか も準国産エネルギーである 原子力に最 も期待 したいのだが,そ の安全性に対

す る国民の理解が未だ しとい うのは真 に残念であ り,現 実 として80年 代 に飛躍的

増強 を望む事が無理であると考えられる。それ故,LNGと 石炭の直接燃焼 に最

大限の寄与を期待 して も,石 油 の重要性は80年 代 において も変る事はない。唯,

エネルギー価格の高騰だけは間違な く鉱工業,運 輸,民 生等の各面へ襲いかかる

であろ うから,こ れに対処するには省エネルギー,エ ネルギー利用の一層の効率

化に一段の努力を傾注 する必要がある。 エネルギー利用効率 の向上 を 中心とする

省エネルギーは最 もク リーンで 最 も安いエネルギーであることを 一般 に更 に広 く

認識 して もらう必要がある。

中期的観点からの エネルギー問題 にかな り大 きな力を入れて 取組んでいる当研

究所 としては,1980年 代後半から1990年 代へかけてのエネルギー開発 のあ り方に

ついて充分検討 し,新 エネルギー技術の開発の方向や,方 策についての探究に一

層の力を傾注 してゆ く所存である。(や まもと ゆたか)
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国産新 エ ネル ギー開発 の展望 と課題:地 熱

川 口 幸 男

ム

1.は じ め に

今後 ますます深刻化することが懸念される

内外のエネルギー石油情勢下において,石 油

を中心 としたエネルギーの輸入大国であると

同時に消費大国であるわが国では,石 油代替

エネルギーの早期開発導入が急務の課題 とな

っている。

新エネルギー開発は石油代替エネルギーの

開発導入の一環 としてその一層の推進が強 く

要請されているものであり官民を挙げての取

組みが必要 とされている。

わが国においては,昭 和49年 度からサンシ

ャイン計画により中期ないし長期的な観点に

立ってエネルギー供給に寄与する可能1生のあ

る新エネルギー技術 の開発を推進 していると

ころである。

サンシャイン計画も6年 目を迎 えた本年度

に入 り,一 段 と厳 しさを増 した現下のエネル

ギー情勢に対処するため,こ れまでのサンシ

ャイン計画全体 を見直 し,そ の加速的推進を

図 るべく新計画の策定を検討中である。

新エネルギー としては,地 熱エネルギーを

はじめ,太 陽エネルギー,石 炭エネルギー,

水素エネルギー等が主要な ものであるが,こ

れらの多 くの部分は開発段階にあり本格的な

実用化にはまだ時間を要するものと考えられ

る。

しか しながら,こ れら新エネルギーの中で

もとくに地熱エネルギーについては,石 油代

替性が高いばか りでなく,既 にその一部が実

用に供されてお り,今 後の開発利用 も他の新

エネルギーに比 してかな り早期に大量のもの

が期待できるとい う点で極めて有望な新エネ

ルギーであるといえる。

ここでは,こ のような地熱エネルギーにつ

いて,そ の開発の展望及び課題 といったもの

を,と くに,技 術的な観点か ら見ることとし

たい。

2.地 熱エネルギーの特質

地熱エネルギーは新エネルギーの中でも数

多 くの利点 を有するエネルギー資源であ り,

その積極的な利用を図ることが必要である。

地熱エネルギーの特質としては次のような

諸点が挙げられる。

第一に,純 国産かつ豊富なエネルギーであ

ること。

わが国は世界有数の火山国であ り,有 望と

される地熱地帯が200ヵ 所以上存在 し,エ ネ

ルギー資源に乏 しいわが国にとっては,唯 一

とも言えるポテンシャルの高いエネルギー資
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図1地 熱エネルギー利用体系図

源である。今後大量に利用しうる可能性 を有

し,し かも技術開発の推進によりさらに探査

技術の精度向上,利 用技術の進歩等が図られ

ればその利用可能量 も大幅に増大するものと

予想される。

このような地熱エネルギーの賦存量は,比

較的浅い地下に存在するいわゆる浅部熱水系

だけでも1億kW以 上の発電規模に相当する

ものがあると推算され,図1に 模式的に表わ

されるような深部熱水系,高温岩体,高 温熱水

等 を総合すれば膨大な賦存量が見込まれる。

第二に,多 目的利用を含め,地 域社会に多

大なメリッ トをもたらすエネルギーであるこ

と。

現在の地熱エネルギーの利用形態は主に発

電を主体 としたものであるが,発 電所周辺地

域に対 して熱水を供給することにより,施 設

園芸,地 域暖房,給 湯,消 雪といった多目的

利用が可能で,こ れらは とくに地元の福祉 と

産業の発展に大 きく貢献するものである。

発電自体 をとっても,地 熱発電所の単一ユ

≦≡浸

透

性

1甲0

2000m

4000m

ニットは火力,原 子力に比べて小 さいものの,

一地域で十万kW～ 数十万kW程 度の発電は決

して不可能ではな く,地 方のエネルギー供給

に とっては非常に大きな供給力 とな る。

したがって発電と多目的利用を組み合わせ

た地熱エネルギーの効率的な利用は,い わゆ

るローカルエネルギーとして極めて有効なも

のとなる。

第三に,長 期的にみて低廉なエネルギーで

あること。

地熱の開発利用に伴 うイニシャルコス トは

探査というリスクの大きな資本投下が必要な

上,生 産還元井の掘削,プ ラン ト建設等 も多

大な投資が必要 となることから,か な り巨額

となる。その反面,燃 料代が不用なため長期

的には固定費負担が漸減 し,コ ス ト自体が低

減することとなる。

したがって,今 後の石油価格の上昇傾向等

を考慮すれば将来的にもますますコス ト面で

有利なものとなることが予想される。

このように地熱エネルギーは新エネルギー
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表1長 期 エネル ギー 需給暫定 見通 し(昭 和54年8月31日 総合エネルギー調査会需給部会)

年 度
項 目

52年 度(実 績) 60年 度 65年 度 70年 度

省エネルギー前の需要

省 エ ネ ル ギ ー 率

省エネルギー後の需要

4.12億k尼

6.62億k¢

12.1%

5.82億k£

8.22億k¢

14.8%

7.00億k尼

9.73億k¢

17.1%

8.07億k尼

区 分

エネルギー別 実 数 構成比
(%)
実 数 構成比

(%)
実 数 構成比

(%)
実 数 構成比

(%)

一 般 水 力

水 力
揚 水

地 熱

国内石油 ・天然ガス

国 内 石 炭

原 子 力

海 外 石 炭

〔うち、一般炭〕

LNG

新燃料油、新エネル
ギー、その他

小 計

1,810万 剛

805万1㎝

15万k¢

379万k尼

1,972万t

800万 剛

5,829万t

〔95万t〕

839万t

31万 娩

1,05億k尼

4.8

0.0

0.9

3.2

2.0

11.6

2.9

0.1

25.5

2,200万KW

1,950万 蹴

220万k¢

800万k尼

2,000万t

3,000万KW

10,100万t

〔2,200万t〕

2,900万t

520万 観

2.16億k尼

4.7

0.4

1.4

2.5

6.7

13.6

7.2

0.9

37.1

2,600万1㎝

2,700万KW

730万k£

950万k¢

2,000万t

5,300万1酬

14,350万t

〔5,350万t〕

4,500万t

3,850万k¢

3.50億 屍

4.6

1.0

1.4

2.0

10.9

15.6

9.0

5.5

50.0

3,000万 即

3,350万KW

1,420万k¢

1,400万k尼

2,000万t

7,800万KW

17,800万t

〔8,050万t〕

5,000万t

6,100万k£

4.59億k¢

4.6

1.8

1.7

1.8

14.3

16.5

8.7

7.6

56.9

輸 入 石 油

〔うち、LPG〕

3.07億k£

〔739万t〕

74.5 '3
.66億k¢

〔2,000万t〕

62.9 3.66億 屍

(3.50億k¢)

〔2,600万t〕

50.0 3.66億k君

(3.48億kの

〔3,300万t〕

43.1

供 給 合 計
4.12億 屍 100.0 5.82億k尼 100.0 7.16億k¢

(7.00億k£)

100.0 8.25億k¢

(8.07億k㊧

100.0

供 給 一 需 要 一 一 1,600万k尼(一) 1,800万k£(一)

昭 和60年 度 に おけ る輸 入石 油 に係 る需 要 は 、 民 間 の最 大 限 の

努 力 と理解 の もとに政 府 の 代 替 エ ネル ギー 開 発施 策 等 の重 点

的 か つ 計 画 的遂 行 を行 うこ とに よ り、3.66億k尼 程 度 とす るこ

とが 可 能 で あ るが 、 それ は最小 限確 保 す べ き必要 量 であ る。

昭 和65年 度 及び 昭 和70年 度 に お い て は 、エ ネ ル ギー の安 定供

給 確 保 の 観 点か ら、 昭和60年 度 と同程 度 の 供 給 を確 保 す るこ

とが 望 まれ る。 なお 、両 年 度 に つ い て は官 民 の最 大 限の努 力

と協 力 に よ り、 それ ぞれ 輸 入石 油 に係 る需 要 量 を3.5億k£ 程

度 及 び3.48億k£ 程 度 とす るこ とを 目標 とす る もの で あ るが 、

その 場合 に お いて 生 じる1,600万k尼 及 び1,800万 圓 は 、将 来 の

需 給 両 面 に お け る不確 実 性 を考 慮 し、供 給 の 予備 とす る こ と

が 適 当 で あ る。

注)1.こ の 見通 しは 、民 間の 最 大 限 の努 力 と理 解 の も とに政府 の代 替 エ ネ ル ギー 開 発 施 策 等 の重 点 的か
つ 計 画 的遂 行 を前提 とした 場合 のエ ネル ギー 需 給見 通 し を示 した もの で あ る。

2.石 油換 算 は9,400kca1/尼 に よる 。

また 、省 エ ネ ル ギー 率 は 、 昭和48年 度 を基 準 と してい る。

3.地 熱 の う ち、 地熱 発 電 は 、52年 度8万"、60年 度100万 即 、65年 度350万"、70年 度700万 即 で

あ る。

4.石 炭 に は、石 炭 ・石 油 混合燃 料 、低 カ ロ リー ガ ス化 等 に利 用 され る石 炭 を含 む 。

5.新 燃料 油 、新 エ ネル ギー そ の他 には 、石 炭 液化 油 、オ イ ルサ ン ド油 、 オ イル シェ ー ル油 、ア ル コ
ー ル 燃料 、太 陽 エ ネル ギー 薪炭 等 を含 む 。

6.石 油備 蓄 に つ い て は、 この 需給 見 通 しは 考慮 して いな い。

7.昭 和65年度及び70年度の輸入石油の供給合計に対する構成比は、0内の輸入石油量に基づいて算出したものである。

8.サ ン シ ャイ ン計 画 に よる エ ネル ギー供 給 量 は 、昭 和65年 度 約5%、 昭 和70年 度 約7%で あ る。

9.各 欄 の合 計 は 四捨 五 入 の 関係 で合 計欄 の数 字 に一 致 しな い こ とが あ る。

10.こ の見通 しの各数値 については 、今 後 、各種政 策等の検討 を加 えるこ とに よ り、異動す るこ とがあ る。

4
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諸外国の地熱発電所表2
昭和54年11月 現在

国 名 地 区 既設発電所出力(千幽) 建 設中又は計画中(千KW〉

イ タ リ ア
一 一"

フ ル ァ レ ロ 189.0

セ ラ ツ ァ ー ノ 47.0

ラ ゴ 33.5

カ ス テル ・ヌ オ ボ 50.O

そ の 他 98.1 モ ン テ ア ミ ア タ25.0

合 計 417.6 25.0

日 本 松 川 22.0

大 岳 12.5

大 沼 10.0

鬼 首 12.5 森50.0

入 丁 原 50.0

葛 根 田 50.O

合 計 157.0 50.0

ニ ュー ジー ラ ン ド ワ イ ラ ケ イ 192.6 ブ ロ ー ド ラ ン ド150。0

カ エ ラ ウ 10.0

合 計 202.6 150.0

メ キ シ コ セ ロ プ リ エ ー ト 150.0 セ ロ プ リ エ ー ト250.0

合 計 150.0 250.0

ア メ リ カ ガ イ ザ ー 633.0 ガ イ ザ ー1,145.O

ヒ ー バ ー-50。0

バ ト ル マ ウ ン テ ン10ボ0

グ ロ ー リ ー100.0

合 計 633.O 1,305.0

ア イ ス ラ ン ド ナ マ ハ フ ル 3.0 ヘ ン ギ ー ル70.0

ク ラ フ ラ 60.0

合 計 63.0 70.0

フ ラ ン ス グアダループ(西印度諸島)30.0

ケ ニ ア ナ イ ロ ビ15.0

ソ 連 バ ウ ジ ェ ッ ク 5.0 パ ウ ジ ェ ッ ク75.0

パ ラ ト ン カ (バ イナ リー)0.7 ク ナ シ リ6.0

ア バ ン チ ン ス カ ヤ30.0

合 計 ,5.7 131.0

台 湾
、

馬 槽10.0

イ ン ド ル ツ ガ バ レ ー50.O

イ ン ドネ シ ア カ モ ヤ ン30.0

デ イ エ イ5.0

合 計 35.0

フ ィ リ ッ ピ ン ト ン ゴ ナ ン 3.O

ロ ス パ ニ ヨ ス 110.0 ロ ス バ ニ ヨ ス110.0

テ イ ウ イ 110.0 テ イ ウ イ220.0

合 計 223.0 330.0

ニ カ ラ グ ア モ モ ト ン ボ35.0

エルサルバ ドル アウアチ ャバ ン 61.3 ア ウ ア チ ャ バ ン35.0

チ リ ー エ ル タ テ イ オ30.0

ト ル コ ギ ジ ル デ ア 150.0

セ ン トル シ ア 5.0

合 計 1,911.7 2,706.0

その 他 ギ リシア 、 エ チ オ ピア 、 ユー ゴス ラ ビア 、 中 国 、パ ナ マ 、ペ ルー 、 グ ァテマ ラ、コス タ リカ 、
コロ ン ビア 等 に お いて 探 査 中 で あ る。

(通商産業省、資源エネルギー庁 ・公益事業部火力課)

一5一
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の中で も多 くの メ リッ トをもち,質 的 に も量

的 に もす ぐれたエネル ギー といえ よう。

3.地 熱エネルギーの開発目標

通商産業大臣の諮問機関である総合エネル

ギー調査会需給部会が,先 般取 りまとめたわ

が国における 「長期エネルギー需給暫定見通

し」においては,地 熱エネルギーの開発 目標

を昭和60年 度220万k9(石 油換算,以下同じ),

昭和65年 度730万k4,昭 和70年 度1420万k4と

している。この目標値からもわか るように地

熱エネルギーの開発利用は60年代から70年に

かけて飛躍的に拡大する見通 しが立てられて

いる。

この見通 しについて供給分野別にみると,

大部分が発電によるもので,そ の各年度の規

模は,昭 和60年 度100万kW,65年 度350万kW,

70年 度700万kWと なってお り,前 記石油換

算開発目標値 との差が多 目的利用 となってい

る。

現在のわが国における地熱発電所は,葛 根

田,松 川,八 丁原等6ヵ 所が稼働 してお り,

合計出力は約16万kWで ある。(表2参 照)

これに付随 した熱水の多目的利用を考え合わ

せても地熱エネルギー供給は石油換算約30万

k4程 度に過ぎない。したがって開発目標達成

のためには官民あげての開発利用促進への積

極的な努力が必要である。すなわち,開 発利

用促進のための国の施策,産 業体制等を含め

た体制の整備が必要なばか りでな く,地 熱エ

ネルギーに係 る技術開発の推進が不可欠であ

る。

4.技 術 開発の現状

これ までのわ が国の地熱発電所 はいずれ も

地下1,000～2,000mの 浅部 の地 層中に貯 留

され る蒸気 を利用 する ものであ る。 これに対

し,さ らに地下深部 の3,000～4,000mの 深 部
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蒸気を利用 した深部地熱発電は,包 蔵量的に

も彪大な量が見込 まれるばか りでなく,一 地

点当りの発電出力も現在の浅部発電が1～5

万kW程 度であるのに対 して10～25万kW程 度

の大規模なものが期待できる。

このような大規模深部発電の開発を促進す

ることは,地 熱エネルギー供給の飛躍的な増

大をもたらすものとして極めてその意義が大

きい。

したがって,地 熱エネルギー開発利用の大

規模化,深 部化を促進するためには環境保全

技術の早期確立に加えて,と くに,探 査掘削

技術等の確立が必要であり,こ のためサンシ

ャイン計画においてはこれらについて昭和49

年度来 その技術開発に努めているところであ

る。(図2参 照)

(1)探 査技術

地熱エネルギーの探査技術は,地 熱資源の

賦存状況 を精確に把握 し,開 発の可能性を明

確にするために必要な情報を得 る もの で あ

り,探 査技術が十分でないと地熱開発には常

にリスクが伴い,開 発利用 までの計画的な事

業の遂行が阻害される原因となる。 したがっ

て地熱探査技術の確立は,今 後の地熱エネル

ギーの最適な開発を行 うために極めて重要な

ものである。

地熱探査技術は,地 下資源の探査という点

で石油天然ガス探査や金属資源探査と同様の

ものであるが,そ れらに比べて歴史が浅 く,

今だ定形的な もの とな っていないのが現状で

ある。また,地 熱エネルギーは,貯 留層と呼

ばれる,い わば器のような ものの中に絶えず

外から水 と熱の補給を受けて生成 しているも

のであり,こ のため探査自体 も把握すべき要

素が多 くむずかしい点が多い。

このような地熱探査技術は地質学,地 球物

理学及び地球化学を応用 した多様な手法によ

って行われ,他 の資源探査の地熱資源への応

用,改 良的なものが大部分であるが,放 熱量

調査,熱 流量調査等の熱源の評価を目的 とし

た地熱特有の探査手法 もある。

現在 までの技術開発状況 としては,地 質調

査,変 質帯調査,人 工衛星(ラ ン ドサッ ト)

データ解析,空 中磁気探査,重 力探査等主な

手法だけでも20種類以上の手法があり,こ れ

ら各手法については,既 に実用化され確立 し

た手法 といえるものから未だ研究の段階にあ

ってその有効性が検討されているものまで多

岐にわたっている。いずれにしても広域かつ

深部にわたる地熱資源の賦存状況を,貯 留層

の拡が り,形 状,熱 的構造,水 流動の形態等

から総合的に把握する手法の確立が不可欠で

ある。

以上のような観点からサンシャイン計画に

おいては探査技術の研究開発 として地熱地域

の熱水系のメカニズムの解明を行う研究,及

び地熱新探査手段の開発研究を行っている。

前者においては,地 熱資源の賦存の要素 とも

いうべき①貯留層構造,② 熱源,③ 水流動形

態について解明を行うものであり,こ れまで

に比較的情報デー タの多い浅部熱水系につい

てはある程度研究が進んでいるものの,深 部

熱水系については未知 といってよい。

また後者の研究テーマにおいては,AFM

T法,ブ ライトスポット法,リ モー トセンシ

ング法等 の新探査手法を中心に地熱探査への

適用性 を高めるための研究を進 めている。こ

れらの手法については前述のように石油探査

等で開発されたものであり,地 熱資源探査へ

の有効性向上の面からの技術の改良,解 析手
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法の確立等のための研究が実施されている。

(2)採 取技術

地熱エネルギーの採取技術 としては掘削技

術,坑 井内測定技術,破 砕技術等があげ られ

る。

地熱井の掘削技術は,探 査技術 と同様石油

天然ガス井の掘削技術が適用 されているが,

地熱地帯の地層は極めて高温であるばかりで

な く,石 油天然ガスの賦存する堆積地層 と違

って火山地帯が多いために固い火山岩等の効

率的な掘削が要求される。

掘削技術に関 してはこれまでに,浅 部地熱

に対 してはほとん ど問題なく掘削ができる技

術が確立 しているものの,深 部開発に必要な

極めて高温の地層に対する掘削には未だ多く

の問題が残されている。

このためサンシャイン計画では,大 規模深

部化に必要な高温地層掘削技術 と して,300

。C ～350。Cと いう地下3,000～4,000mの 地

熱環境下で耐えうる①掘削泥水,② 坑井仕上

げのためのセメント,③ 掘削用ビット等の開

発を進めている。

掘削用泥水は高温になると分解 してその機

能が損われるという問題があ り,効 率的掘削

を行 うためには,高 温下でも劣化 しない泥水

が必要 となる。

またセメン トは高温下では,高 温脆性を起

し,強 度が著 しく低下するとともに,シ ック

ニングタイムが急激に短か くなるため,こ れ

らの問題 を解決するための高温用セメン トの

研究を実施 している。

掘削用ビットについては,高 温高圧条件下

での使用に耐え,長 寿命のものを開発するた

めに,ビ ットの材料,刃 先,形 状等の面から

研究を進めている。

次に,坑 井内での各種検層機器による測定

は,掘 削 した地下の状況を把握し,貯 留層の

評価をするために有効な情報を得 るものであ

るが,こ れらの測定を高温の地熱井内で行な

えるように,音 波検層機,ES検 層機,水 中

テレビ等各種検層機器の開発,改 良を進めて

きてお り,こ れまでに200。C以 上の条件下で

の測定 を可能 としている。

地熱エネルギーの採取技術 としては,以 上

に加え,地 熱井の生産能力や還元能力を増大

す るための破砕技術(フ ラクチャリング技術)

がある。

破砕技術は水圧によるいわゆる水圧破砕の

方法が地熱でも用いられるが,地 熱地帯の地

層の破砕特性の解明,破 砕に用いるブラック

流体の開発,地 熱用ホールパッカーの開発な

どを行 っている。

(3)環 境保全 ・多目的利用技術

地熱エネルギーの開発利用に伴う環境影響

としては,地 熱流体中に含有される有害成分

等の排出による環境汚染,地 熱流体の採取還

元に伴 う地盤変動,及 び発電所等構造物の設

置に伴 う自然景観への影響などが 考 え られ

る。

わが国における地熱発電所では,地 熱流体

の処理法 として,熱 水 を全量地下還元 してお

りこのため熱水中のひ素等による問題はない

が,熱 水 をそのまま多目的利用に用いようと

すればこのひ素等の処理が必要である。

これまでに,地 熱流体の処理法 として熱水

中のひ素の除去技術についてはほぼ確立 して

いる。

また,地 熱流体中に含まれる硫化水素につ

いては今後の発電規模の拡大に伴いその影響

が懸念されるため,硫 化水素の除去技術の開
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発を実施している。

一方,地 熱エネルギーを有効に利用するた

めには熱水の多目的利用を促進することが必

要であるが,こ の際,熱 水輸送の・ぐイプ ライ

ンや,熱 交換器の内面などに付着 して障害を

起こすスケール問題の解消が必要である。ス

ケールは熱水中のシリカや炭酸塩が析出 して

付着する現象であり,地 下還元を行う場合の

還元井の目詰 りの原因ともなっている。

このためスケール対策 として,ス ケール付

着を防止する技術及び熱水中に溶存するスケ

ール物質を浮上分離等の方法によ り除去する

方法の技術開発を進めている。

以上,地 熱探査 ・採取技術,環 境保全 ・多

目的利用技術は,地 熱開発利用の大規模化及

び深部化の促進をうながすためにその技術開

発が不可欠なものとして位置付けられよう。

一方 ,こ れら諸技術開発に対 して,地 熱エ

ネルギーの新利用技術 として注目されサンシ

ャイン計画においても,と くに強力に技術開

発が推進されているのが,熱 水利用発電技術

(バ イナリーサイクル発電システム及び トー

タルフロー発電技術),深 層熱水供給 シス テ

ム技術,高 温岩体発電技術である。

(4)熱 水利用発電技術

浅部熱水系では,地 熱蒸気の採取に伴いそ

の4～5倍 の量の熱水が噴出される。現在 こ

の熱水はほとんど利用されずに地下還元され

ているが,こ の熱水を利用して発電を行えば

地熱エネルギー利用量の大幅な増大が期待で

きる。

このような観点か ら熱水利用発電技術 とし

て,バ イナリーサイクル発電プラント及び ト

ータルフロー発電プラン トの開発 を進めてい

る。

バ イナリーサイクル発電プラン トは,熱 水

のもつエネルギーを熱交換器を通 して低沸点

媒体(イ ソブタン,フ ロン等)に 移 し,そ れ

を気化してタービンを回 し発電するもので,

これまでに1,000kW級 パ イロットプラン ト

2方 式(図3参 照)の 試験研究を完了してい

る。

また,ト ータルフロー発電は,熱 水 と蒸気

の両方を同時に用いて発電するもので,サ ン

1千kWパ イロットプラン トのシステム

熱
水 熱水
専
用 蒸発器
型

予熱器

92℃

フ1コ ン

ター ビ ン

ホットウエル タンク

蒸

発電器 気併

用
型

コンデンサー

低沸点媒体

ン:沸点1G℃

イソブタン1〃-10℃

蒸 気

130。C4.7t/h

イソブタン

イソブタン
ター ビン

多段 フラッシュ

ヒーター

発電機

空冷コンデンサー

ホットウエ ルタンク

50℃

諸外 国の主 な開発計画

1.ア メ リカ1万kW級 プラン ト建 設 中(ア リゾナ州)

2.ソ 連750kWプ ラン ト発電中

図3バ イナ リー サ イクル発 電技術

一9一



1～3km

畢

△ 肇

し
給 熱交換器
湯/

水
△

観
測
井

㎞ 渤 樵
一___一 一イ9
ミ ・1ご 一 一;∵1、L・ ∫

、、 ◎ ㌧
F_,⊃ 鳳'・

観

翼
圧力 、温度 、

(沈下、水位低

〆 第三紀層

)
、

諸外国の主な開発例
1.フ ランス

ムラン地区で2,500戸に暖房・給湯(深 さ1,800m、90t/時70℃)
2.ア イスランド、ハンガリー等で地域暖房実施中

諸外国の主な開発計画

アメリカ

①熱出力5千kWの 熱抽出に成功(ニューメキシコ「フェントンヒル第1期計画」)

②熱出力2～5万kWプ ラント開発中(〃 「 〃 第2期計画」)

図5高 温岩体発電

図4深 層熱水利用技術

シャイン計画では二相回転膨張機 とい うロー

タリーエンジンの原理を応用 した トー タルフ

ロー発電プラン トの開発を進めている。

(5>深 層熱水

堆積盆構造の平野部等において,地 下深部

に地温勾配により温められた熱水の賦存が見

込 まれる地域がある。このような地域におけ

る熱水を深層熱水 といい,都 市周辺の平野部

に大量に賦存が期待できるため利用価値が極

めて局い。

このような深層熱水は発電以外の地域暖房

施設園芸,養 魚,消 雪 といった多目的利用に

適 し,既 にフランス,ハ ンガリーなどで大規

模な利用が行われている。(図4参 照)

しか しながら,わ が国での利用には熱水の

大量採取による地盤沈下等の環境影響,地 下

還元による温度低下,坑 井間干渉問題等技術

的問題点が多 く残されてお り,こ のため深層

熱水利用技術の研究を実施 している。

(6)高 温岩体発電技術

高温岩体 とは,現 在利用されている地熱蒸

気,熱 水 という流体が存在せず,極 めて高温

であるが乾燥 した岩体 といい,こ の熱エネル

ギー を抽出しようとするものである。

高温岩体の賦存が見込 まれる場合,こ の熱

を利用するために岩体に人工的に割れ目をつ

くり,そ こに水などの熱媒体 を注入 し,高 温

流体 として熱エネルギーを回収することとな

る。(図5参 照)

現在までの技術開発状況は,米 国が最 も進

んでお り,ニ ューメキシコ州ロスアラモス研

究所において人工熱水系の造成に成功 し,熱

出力5千kWの 熱抽出を可能 としている。

わが国では人工破砕帯造成の基礎 実験を岐

阜県焼岳地区で実施するとともに,高 温岩体

の掘削破砕技術 の研究を実施 している。

5.技 術開発の課題

地熱エネルギー技術は,以 上のような技術

開発の現状にあり,今 後の地熱エネルギー利

用量の増大 を図ってい くためには開発技術の

改良,向 上にとどまらず,新 利用技術の開発

などを強力に推進 していく必要がある。

このような観点からサンシャイン計画にお

いては地熱エネルギー技術の研究開発が今後

さらに加速的に推進される方向にあり,そ の

技術開発の課題は以下のとお りである。

(1)探 査技術

地熱探査技術の各手法の精度を向上するこ
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とは当然のことであるが,と くに重要なのは

各種探査手法の有効な組合わせ,す なわち探

査のシステム化である。さらに,シ ステム化

された探査により得られる種々のデータを総

合解析 し,地 熱貯留層,賦 存量を定量的に把

握する総合評価技術の確立が極めて重要であ

る。

地熱エネルギーの開発利用を大規模かつ深

部にまで拡大 してい くためには,こ のような

地熱探査技術の確立が不可欠であり,そ れは

開発への リスクの回避iということに大きく寄

与するものとなる。

(2)採 取技術

掘削技術については,開 発対象が深部 とな

ることにより加速度的に困難さが増大する。

この問題に対処するためには,掘削用泥水,

ビット,セ メン ト等の耐熱性を向上させるだ

けでな く,新 たな掘削方式の検討 も必要であ

る。

現在の トリコーンビットを主体とした掘削

方式に代わるもの としてソリッドビットの適

用,超 高温 ドリルヘ ッドにより岩石を溶かす

溶融掘削方式等が研究段階であるが,い ずれ

も未だ多 くの技術的問題点を残してお り今後

の研究開発の継続が必要である。

これらを通じて地熱地域に適した効率的,

経済的,か つ,環 境影響の少ない掘削システ

ムの開発が急務である。

坑井内測定技術については,検 層機器の耐

熱,耐 圧性 を向上 させることがまず第一の課

題であり,加 えて,こ れら各種検層データを

総合解析 し,貯 留層 を評価する手法の開発が

必要である。

(3)環 境保全 ・多目的利用技術

硫化水素除去技術,ス ケール付着防止技術

等地熱流体処理技術の確立が当面の研究開発

目標である。

さらに,地 熱開発 を促進してい くためには

掘削工法の改良,地 上構造物の小型化等によ

り,自 然景観の保全が工夫される必要があろ

う。

また,地 下還元による熱水の挙動,地 盤へ

の影響などの機構 を解明することも重要な課

題である。

(4)熱 水利用発電技術

バイナリーサイクル発電技術 につい て は

1,000kW級 パ イロットプラントの成果を踏 ま

え1万 ～2万kW級 の実用規模プラン トへの

拡大を図っていくことが必要である。そのた

めには,要 素技術 として,熱 交換器の性能向

上,よ り効率のよい低沸点媒体の開発,プ ラ

ン ト材料の開発等大型化への研究開発を進め

る必要がある。

トータルフロー発電技術は将来的には小規

模な内部動力等への活用が可能で,要 素研究

の推進,プ ラン トの効率向上等が必要である。

(5)深 層熱水

深層熱水供給システムは,と くに平野部で

都市周辺の熱需要の多い地域での利用が効果

的であり,こ のため研究開発の中心課題は地

盤沈下防止への対応であり,そ のような地域

環境条件を十分考慮 した地下 フローシステム

の開発が必要である。これに地上の利用シス

テムが結合され最適な深層熱水供給システム

が確立されることが望 ましい。

深層熱水はその性格から,石 油代替性が高

く,効率的利用技術の早期確立が必要である。

(6)高 温岩体発電技術

高温岩体発電技術は,深 層熱水利用技術,

熱水利用技術等の新技術のなかでも特に実用
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化 までに長期を要するものであり,こ のため

その研究開発にあたっては長期的視野に立っ

た取 り組みが必要である。

この分野では前述のように米国が どくに進

んでお り,既 に人工熱水系の造成に成功 して

いることからわが国 としても,積 極的に米国

の先進技術の吸収を図ることが高温岩体発電

技術の確立のために必要である。

このため研究開発の方向としては日米間の

研究協力の推進等国際協力に基づいた研究開

発の推進が適当であろう。

以上,簡 略ながら地熱エネルギーの開発促

進のための課題について技術的観点から述べ

て来たが,こ れらの技術開発と相 まって地熱

開発を取 り巻 く体制の整備が必要なことは論

を待たないところである。

今後ともサンシャイン計画においては上記

技術開発の課題を達成することを目標に,ま

すます強力に地熱エネルギー技術開発が推進

されるものであるが,エ ネルギー事情が急速

に悪化する現況下にあっては,地 熱エネルギ

ー開発へのさらに広範な取組みが切望される

ものである。

(かわぐち ゆきお 通産省工業技術院サン

シャイン計画推進本部)
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1.サ ンシャイン計画の加速的推進戦略

周知のように,昭 和54年8月31日,「 長期

エネルギー需給見通 し」が総合エネルギー調

査会需給部会により中間報告の形でまとめら

れ,公 表された。同見通 しは,エ ネルギー全

体の需給バランスにおけるサンシャイン計画

によるエネルギー供給量について,技 術的可

能性はもとより経済性,立 地条件その他の制

約条件をも十分考慮 した上で,1990年(昭 和

65年)時 点で,全 エネルギー供給量の4.8%

(石油換算3330万kの,同 じく1995年(昭 和

70年)時 点で,7.1%(同5710万kの と見込

んでいる。この供給見通 しを実現するため,

昭和54年11月 には,「 サンシャイン計画の加

速的推進戦略」 と題する中間報告が産業技術

審議会新 エネルギー開発部会によりまとめら

れた。同中間報告はサンシャイン計画の重点

的加速 を実現するために,① 代替エネルギー

公団(仮 称)の 創設,② 長期的資金の確保(昭

和55～65年 の11年 間に,2兆4000億 円),③ 国

際協力の推進,④ サンシャイン計画の法制化

の必要性 を述べるとともに,各 プロジェク ト

ごとに具体的な開発 目標 を定めている。

太陽エネルギーは,こ れら報告においても

期待するところが大きく,そ のエネルギー供

表1.太 陽 エネル ギー供 給見通 し

(石 油換算)

(総合エネルギー調査会需給

部会中間報告54.8.31よ り)

1昭 和6・年1昭 和65年1昭 禾・7・年

醐 雛 籔2・ ・万k・1・2・万k・1 670万ke

太陽光発司 ・・ ・3・万k・1 320万ke

太陽熱発劃 tr 30万ke

計 2・・万 ・・165・ 万k・f 1020万ke

給 は1985年(昭 和60年)時 点で,石 油換 算210

万k9,1990年(昭 和65年)時 点で,同650万

k4,1995年(昭 和70年)時 点で,同1020万k9

が それぞれ見込 まれてい る。(表1参 照)

2.太 陽熱エネルギーm技術の概要

太陽エネルギーは地球的時間で考えれば無

尽蔵 といって もよく,そ の供給量は日本だけ

をとってみても3日 半の日射エネルギーが現

在の年間消費エネルギー量に匹敵する膨大な

ものである。さらに,太 陽エネルギーの利用

そのものは,排 出物質,熱 排出を伴わないた

め環境バランスに対するインパク トがな く,

無公害型エネルギーといってよい。このよう

に優れたエネルギーでありながら今日まで積

極的利用がなされてこなかったのは次のよう
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図2タ ワー集光方式太陽熱発電 システム
図1曲 面集光方式太陽熱発電 システム

な弱点 を有するからである。その第一は,エ

ネルギー密度が夏場の晴天時 で も1kW/m2

程度 と小さく,変 換効率を考えると広大な面

積が必要 とされることである。その第二は,

日射量が,季 節,時 間,天 候により変化する

ため,安 定 したエネルギー供給を得 ることが

容易ではない点である。サンシャイン計画で

は,研 究開発 を通 じ,こ れら弱点を克服 し,

太陽エネルギーに対する期待に答えるべ く努

力 している。サンシャイン計画における太陽

エネルギー技術の研究開発は大きく3つ のテ

ーマに分かれている。すなわち,太陽熱発電,

太陽光発電,太 陽熱冷暖房給湯システム(い

わゆるソー ラーハウス)で ある。

(1)太 陽熱発電

太陽熱発電 とは,低 密度の太陽エネルギー

を集光することにより高密度化 し,高 温蒸気

を作 り,こ れによりタービンを回し発電する

システムである。システムは大きく4つ の部

分に分けられる。つ まり,① 太陽エネルギー

を集光 し高温蒸気 を得 る 「集熱部」,② 高温

蒸気の形で得 られた熱エネルギーを集熱部か

ら発電部へ伝 え る 「熱伝達部」,③ 日射量の

変化に対応 し安定運転 を確保するため熱エネ

ルギーを貯 え る 「蓄熱部」,④ 高温蒸気でタ

ービンを回し発電する 「発電部」の4つ の部

分である。太陽熱発電には集光集熱方法によ

り種々の方式があるが,サ ンシャイン計画で

は曲面集光方式 とタワー集光方式の2方 式を

開発している。曲面集光方式 とは図1に 示す

ように,太 陽光を平面反射鏡で反射 し曲面鏡

(シ リン ドリカル ・パラボラ鏡)に 集光 し,

さらにその曲面鏡により反射 し,曲 面鏡の焦

線(ラ イン ・フォーカス)に 集光 し高温蒸気

を得る方式である。タワー集光方式 とは図2

に示すように,太 陽光をヘ リオスタットと呼

ばれる平面反射鏡で反射 し,ヘ リオスタット

群の中心に位置するタワーの頂上の集熱器に

集光し,高 温蒸気 を得 る方式である。

(2)太 陽光発電

太陽光発電とは,太 陽電池により太陽光エ

ネルギーを直接直流電力に変換 し,交 流に変

えて利用するものである。太陽電池 とは図3

に示すようにP型 半導体 とn型 半導体 を接合

したものである。太陽電池は,エ ネルギー供
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太 陽 光
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図3太 陽電池パネル断面図

給面において,① システムが単純で回転部分

等の機械的可動部分がほとんどな く,メ イン

テナンスフリーである,② 熱発生や環境排出

物がな く環境上好 ましい,③ モジュール構成

をとるため,需 要や地形にあわせて任意の規

模の設計ができる,④ 必要な場所で発電し,

その場で利用できる送電線フリーのオンサイ

トジェネレーシ ョンである等のすぐれた特性

を有 しており,既 に,宇 宙衛星の電源用,一部

の灯台や僻地の通信電源に用いられている。

しか し現在までのところ価格が数千円/Wと

非常に高いため汎用用途には使用されていな

いため,サ ンシャイン計画では,太 陽電池の

価格 を研究開発着手時(昭 和49年)の100分

の1に 下げることを目標に,研 究開発を進め

ている。

(3)太 陽熱冷暖房給湯システム

太陽熱冷暖房及び給湯システムは太陽光 を

集熱器(コ レクター)で吸収し,温 水(100。C

程度)を 作 り,そ の熱で給湯,暖 房,冷 房 を

行おうとするものである。図4に システム図

を示す。

3.太 陽エネルギー技術開発の現状

(1)太 陽熱発電

太陽熱発電については,先 に述べた曲面集

光,タ ワー集光の2方 式について基礎研究,要

素機器 に係る開発研究,パ イロットプラン ト

の建設 を有機的に結合して実施 している。パ

イロッ トプラン トについては,2方 式各1000

kWの プラン トを香川県仁尾町において建設

、黙

薗

吸 収

冷 凍 機

冷 温 水

蓄 熱 槽

図4太 陽熱冷暖房給湯システム

一15一



中であ り,昭 和55年 度 末建設 完了が見込 まれ

てい る。 その仕様 は,① 目標 出力は,曲 面集

光方式 は春分の14時,タ ワー集光方式 は夏至

の14時 において 日射強度0.75kW/m2の 場 合

に各1,000kW,② 蓄 熱容量 は各1,000kW,3

時 間分,③ 運転制御方式 は計 算機制御 で 自動

運転,④ 集光 系については,曲 面集光方式 に

ついては,3.Om×1.5mの 平 面鏡100枚 を1

ユ ニッ トとし,25ユ ニ ッ ト,タ ワー集光方式

については,4.Om×4.Omの 平 面 鏡 を有 す る

ヘ リオ スタッ トを807基,⑤ 集熱 系について

は,曲 面集光方式 については高 さ3.8m× 幅

3.6mの 平 面 鏡5枚 を1ユ こッ トとして,25

ユ ニ ッ ト,タ ワー集 光方式 については,高 さ

60mの 集 熱 タワー1基,ま た,⑥2方 式合わ

せた敷地面積 は100,000m2,等 とな ってい る。

研究 開発 スケ ジュー ルは,昭 和52年 度 までに

基本 詳細設計 を終 了 し,昭 和53年 度 は製作設

計 を実施 した他,現 地(仁 尾町)に おいて基

礎工 事 を実施 した。昭和54年 度 には,前 年度

の製作設計 に基 づ き,主 要機 の製作 を行 って

い る。 また,現 地(仁 尾町)に おいては,前

年 に 引き続 き,プ ラン ト基 礎工事 を継続 す る

他,タ ワーの据付,発 電所建屋 の建設等 を実

施 してい る。昭和55年 度 には,残 る機器 の製

作 を行 い,現 地据付 を完了す る。 さらに56年

度 以降は,試 運転,調 整 運転 を経 て,2～3

年 程度 の運転研 究 を行 うこととしてい る。

(2)太 陽光発電

太陽光発 電については,① 太陽 電池の製造

の各工程 について,コ ス トの大幅値 下 をもた

らす技術 開発 を行 う他,② 太陽電 池 を用いた

発電 システムの研究 開発 を行 ってい る。① の

太 陽電池 の製造工程 は,(i)原 料 シ リコン精

製 。(ii)太 陽 電池 セルの製造,(iii)太 陽 電池

切
り
く
ず

が
多

い

丸型 ウェハー 角型ウエハー

寡智
芒灘)1
/ 韓

ンリコン融液 ンリコン

⑱チョクラルスキー法 ●シリコンリボン結晶成長法

(従 来 法)

図5従 来 の シ ワ コ ン 単 結 晶 製 作 法 と シ

リ コ ン リ ボ ン 結 晶 成 長 法 の 比 較

切
り

切断のみ く

＼ 盛
害

リボン結晶 い

ダイ(成形部材)

融液

パネルの製造の各工程に大きく分けられる。

(ii)の 太陽電池セルの製造工程については,

シリコンのロスが多い従来法(Cz法=チ ョ

クラルスキー法)に 代わるリボン結晶法,薄

膜結晶法の開発を行っている(図5参 照)。 リ

ボン結晶法としては,シ リコン融液から,リ

ボン結晶を垂直に引き上げる縦引きリボン結

晶法とシリコン融液の表面から横にリボン結

晶を引き出す横引きリボン結晶法の研究開発

を行っている。薄膜結晶法 としては,各 種基

板上に気相化学反応(CVD法)に よりシリ

コン薄膜 を形成する粒子非加速成長形シリコ

ン薄膜結晶法 と各種基板上にイオンプレーテ

ィング法でシリコン薄膜を形成する粒子加速

成長形シリコン薄膜結晶法の研究開発を行 っ

ている。その他1-W族 化合物半導体太陽電

池の開発,ア モルファス太陽電池に関する基

礎研究を実施 している。(iii)の太陽電池パネ

ル製造工程については,結 合形成,電 極形成,

反射防止膜被覆,パ ッケージングを通 じて,

連続,低 廉な製造技術の確立のための研究開

発を行っている。(i)の 原料シリコン精製に

ついても低廉,大 量に生産する技術について
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研究開発を行っている。さらに②の太陽光発

電システムの研究開発 として,シ ステム化 し

た場合の問題点を検討するため3kW規 模で

の研究開発を実施 している。 また,新 型の太

陽電池として,円 型 フレネル レンズを用いた

集光型太陽電池(出 力500W)を 完成 した。

(3)太 陽熱冷暖房給湯システム

太陽熱冷暖房給湯システムについては,①

システムを構成する要素技術の開発,② シス

テムの研究開発を行 うためのデモンス トレー

ションシステムの建設,運 転研究を行 ってい

る。①の要素技術としては,シ ステム効率を上

げ,冷房 をも可能にする高温水(90。C以 上)を

作れる集熱器(コ レクター)の開発を中心に実

施 してきた。材料 としては,合 成樹脂系材料,

ガラス系材料,金 属系材料につき,それぞれ選

択透過膜,選 択吸収膜形成,耐 候性等の研究

開発を行 っており,好 結果を得ている。 また

蓄熱技術に関する基礎研究 も実施 している。

②のシステム研究開発 としては,既 存個人住

宅用システス(神奈川県綾瀬町),新 築個人住

宅用システム(大阪府枚方市),集 合住宅用シ

ステム(東京都調布市),大 型建築物用システ

ム(大 分県大分市〉の4種 類のデモンス トレ

ーシコンプラン トを建設 し,現 在運転研究を

実施 している。太陽冷暖房給湯システムは,

コス ト的にはさらに検討の余地が残 っている

表3.

表2.ソ ー ラー システム施工実績

(昭 和50年 ～54年6月)

((財)ソ ーラーシステム振興協会調べ)

件 数

戸 建 住 宅i2・365

共 同 住 宅1 25

民 生 ・業 務 用 274

産 業 刷 21

公 共 用1 109

合 計 2,794

が,こ れら研究開発 を通 じ,技 術的にはほぼ

確立のめどがついたといわれている。現在既

に全国で3000件 近いソー ラーハウスが建てら

れているが,今 後はさらに次の課題 と展望の

項で述べる普及のための施策が必要である。

(表2参 照)

4.太 陽エネルギー開発の課題と展望

総合エネルギー調査会需給部会 「長期エネ

ルギー需給見通 し」は表1に 示すように各プ

ロジェクトごとのエネルギー供給見通 しを示

したが,こ れを達成するために,産 業技術審

議会新エネルギー部会は各プロジェク ト各テ

ーマごとに加速的推進計画を具 体 的 に 定 め

た。太陽エネルギーの加速的推進計画は表3

に示すとおりである。

太陽エネルギー開発の加速的推進計画

(産業技術審議会新エネルギー部会 「サンシャイン計画の加速的推進戦略」より)

に::=1====コ=::コ 瞳!パ イロントプラント

無 研究健 設 運転磯 圃 デモンストレーシ・ンプラント又はパイオニアプラント■回■■1■実用化1号プラント
設 計

プ。ジ。クト 昭和年度 49 50 51【52153【54 55 56 57 5859 60 61 62 6364 65 66 67 68 69 70

太
陽

干
不
ル

ギ
i

(1)ソー ラーハ ウス

(ソーラーシステム)

4実験ハウス(民生用利用)

=====二=

猷)く ♪ぐxx)()(! ')ぐM 産業用利用
x廟
E

(2)妻陽職
500kW(住宅、学校、工捌

=二=一
=二=ユ ニニニ圃
50万kWライン×
一
4

集中発電1万kW一
取 響x)へ

500kWライン

＼XXXI-一 一

1千涯Wライン

発電1千kW

遡 〉(x5万kWライ
ン
ニ=二'一

一 麟隠腫一

幽 幽 ==幾=二=

(3)太 陽 熱 発 電

1千kW2方 式 複合システム 1千kWe+6千kWt

陶 一 廟 一噌

四 姻 一一一「「写"絶 ゐ

1万kWe+6万kWt

「「
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(1)太 陽熱発電

太陽熱発電については,現在建設中の1,000

kW2方 式のパイロットプラン トを昭和55年

度末 までに完成 し,その後の運転研究 を通 じ,

技術的可能性を確認するとともに,所 要スペ

ースの効率化 ,コ ス トの低減,安 定的な電力

供給のための長期蓄熱技術の開発等を行 うこ

ととしている。さらに,300。C程 度の高温水

を使 っての発電を行うとともに,あわせて180

。C～110。Cの 中温の熱の複合利用を図 り,発

電 と合わせて熱エネルギーの供給 をも同時に

行 う複合システムによるスペース及びエネル

ギーの効率的使用の可能性 を追求する。これ

らの成果 をふまえ,昭 和50年 代末 を 目途 に

1,000kW級 の電気出力を有する発電と6,000

kW級 の熱出力を有する熱エネルギーの供給

を同時に行 う熱 ・電気複合システムのパイロ

ットプラン トを開発 し,よ り具体的な評価 を

行 うとともに,実 用化に向けての経済性の評

価及び立地可能性の調査,検 討を行 う。さら

に昭和60年 代後半を目途に10,000kWの 発電

と60,000kWの 熱エネルギー供給を行 う本格

的プラン トの開発を図ることが必要である。

(2)太 陽光発電

太陽光発電については,ま ず,結 晶質の新

型太陽電池について,50年 代後半を目途に,

①実用規模の低コス トシリコン精製技術,実

用規模の太陽電池セル,パ ネル製作技術を開

発 し,そ の実験製作,検 討を行い,製 造技術

面におけるコストダウンの可能性を確認する

とともに,② 電力系統への連係等周辺技術の

開発,検 討等を推進し,エ ネルギー供給技術

面における安定性,信 頼性 を確認し,⑧ 住宅

・学校 ・工場等に設置したデモンス トレーシ

・ンシステムを開発して,「新型太 陽電 池」

の実用化の可能性を実証する必要がある。

結晶質の太陽電池の開発と平行 して,ア モ

ルファス(非 晶質)太 陽電池の開発を促進 し,

昭和50年代末 を目途に,素 子面積10cm角,

変換効率8～10%程 度のアモルファス太陽電

池素子生成技術 を確立し,ア モルファス太陽

電池の実用化の可能性を確認し,「 新型太陽

電池」のなお一層のコス トダウンを指向する

必要がある。

以上の技術による太陽電池価格(ア レー価

格)の 推移は表4の ように見込まれている。

以上の技術開発をもとに,① 国によるデモ

ンス トレーションプラン ト,建 築物設置の促

進,② 国による太陽電池の買上げの促進,③

税制,金 融面の施策の拡充等太陽電池の利用

拡大のための条件整備を図ることも,今 後の

重要な課題である。これらの施策を通 じ,昭

和50年 代末～60年 代初めにかけて,新 型太陽

電池の試験的普及を促進 し,昭 和60年 代前半

表4.太 陽 電 池 価 格 見 通 し

(産業技術審議会新エネルギー部会 「サンシャイン計画の加速的推進計画」より)

開 発 量 及 び
コス トダウン

目 標

の
標
力
目

)

リ

考

メ
発

惨

ア
開

昭和49年(
1974)

1万円/W

昭 和54年(
1979)

5～7
千円/W

昭 和56年(
1981)

4千 円/W

昭 和57年(
1982)

400円/W
2万kW

昭 和60年(
1985)

400円/W

昭 和61年(
1986)

100円/W

50万kW

昭和63年(
1988)

100円/W

昭 和65年(
1990)

50円/W

300万kW

40円/W

500万kW

昭 和70年(
1995)

30円/W

750万kW
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を目途に本格的実用化に努め,昭 和65年 まで

に,90万 戸程度の住宅(全 住宅の3%弱)及

び3,000棟 程度のビル等(昭 和55～65年 度の

新築ビルの7%程 度)へ の太陽電池の設置 を

図る。(全 体の電気出力は約300万kWと な

る。)さ らに,昭 和70年 までに合計210万 戸程

度の住宅(全 住宅の5%程 度)及 び10,000棟

程度のビル等(昭 和55～70年 度の新築ビルの

15%程 度)へ の太陽電池の設置を図る。(全

体の電気出力は約750万kWと なる。)

(3)太 陽熱冷暖房給湯システム

先に も述べたように,太 陽熱冷暖房給湯シ

ステムについては,特 に民生用のそれについ

ては技術的にはほぼ確立のめどがつきつつあ

り,既 に数社が製品 として販売中である。 し

かしコス ト的には化石燃料を使用 した冷暖房

給湯システムに比べて倍以上である。また国

民一般にな じみが少ない。従 って,そ の普及

を促進するために最 も必要なことは,利 用拡

大 を可能にする条件整備を図ることであ り,

このため政策的にコス ト低減を図るとともに

国民一般への理解を深める必要がある。一方,

産業用 ソーラーシステムについては,民 生用

に比べて多様なヒー トプロセスを必要とする

分野 も少な くないので,こ れらに対応 しうる

高度なシステムの確立が必要である。

具体的には以下に述べる普及促進を中心と

する施策を推進する必要がある。

①利用拡大対策

(i)モ デル事業に対する補助金の交付

(ii,)税制,金 融面の施策の拡充

(iii)公共施設への設置促進策の導入

(iv)ソ ーラーシステム性能試験装置の設置

(v)優 良ソーラーシステム認定制度の創設

②技術開発等によるコス トダウン等の促進

(i)機 器,材 料等の改良

(ii)JIS化 の推進

(iii)多様なヒー トプロセスに対応 しうる産

業用 ソー ラーシステムの早期確立

③啓蒙策の抜本的拡大

(1)学 校教育 を通 じた啓蒙活動

(ii)モ デルソー ラーシステムの表彰制度

(iii)定例展示会開催のための助成等

これら施策 を通 じ,昭 和65年 までに全住宅

の約20%に 相当する約780万 戸の住宅,昭 和

55～60年 度の新築 ビルの約15%に 相 当する約

6500棟 のビル,従 業員30人 以上の事業所の約

30%に 相当する約19,000事 業所への太陽熱冷

暖房給湯システムの設置を図る。さらに,昭

和70年 までに全住宅の約25%に 相 当する約

1,000万 戸の住宅,昭和55～70年 度の新築ビル

の約20%に 相当する12,500棟 のビル,従 業員

30人以上の事業所の約35%に 相当する23,000

事業所への太陽熱冷暖房給湯 システムの設置

を図る。

(な みかわ りょういち 通産省工業技術院

サンシャイン計画推進本部)
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ANSの トピカル ミー ティン グ(54年

9月 開催)に 参 加 して

鳥 飼 欣 一

' ノ

最近,原 子力発電で廃炉対策がクローズア

ップされてきてい る。昨年米国についで,世

界第2の 原子力発電国 となったわが国でも,放

射性廃棄物の処理 と並んで,廃 炉の処分が重

要な問題 とな ってきたわけであるが,原 子力

発電所の建設の際に廃炉のことを考えて対処

する必要が生 じ,特 にパブ リックアプセプタ

ンス上からもいはれ出してきたものである。

そこで,通 産省は昭和年54度 から5力 年計画

で廃炉の技術基準の確立 を目ざして調査検討

を始めることになったが,民 間においても,

その技術習得をするべく努力が始められてい

る。

このような時期に,米 国の廃炉技術の状況

の調査団が結成され,原 子力規制委員会(N

RC),エ ネルギー省(DOE)を はじめ廃炉

技術開発の主たる機関を訪問 し,合 せて原子

力施設の除染 と廃止に関するANSミ ーテ ィ

ングに出席 したので,そ の状況を述べてみた

い。

米国の原子力学会(ANS)が 昨,1979年

の秋(9月16～20日)開 催 した原子力施設の

除染 と廃止(デ コミッシ ・ニングと昨今は称

することが多い)の トピカル ミーティングは,

この年にはじめて,他 の部門から独立 して設

定された。従来,こ の分野は,学会のミーティ

ングの際,運 転 のセ ッシ ョンに入 れ られてい

た が,53年 に独立 のセ ッシ ョンが設 け られ,

54年 に は独立 の ミー テ ィングにな ったのであ

る。

米 国は原子 力先進国故 に,既 に年期 のきた

原子 力施設 を多数 を有 し,既 にその解体 が実

施 された ものも可成 りあ り,豊 富な経験 と技

術 を有 してい る。 しか し,建 設 に くらべ ると

地味 であ り,最 近 までは米国 内で も目立 たな

い存在 であった。む しろ,欧 洲 において,近

時原子 力賛成反対 の声 の高 まるな かで,原 子

力施 設 のデコ ミッシ ョニングが放射性廃棄物

処理処分 と共 に浮び上 り,IAEAで は1975

年 に初 のデ コ ミッシ ョニング技術委員会 を発

足 させ,1977年 に は第2回 の委員会 を,1978

年 に はNEAと 共 催 で初 のデコ ミッシ ョニン

グ国際 シンポジウムを開催 し,250人 程 度 の

参加者 を集 めた。 このよ うな状勢 に加 えて,

米 国 で も原子 力論議 の高 ま りに刺激 されて,

デ コ ミッシ ョニングを大 き くとり上 げ ること

にな った もの と思は れる。

1.ANSの ミーテ ィング

開催地サンバ レーは 日本の軽井沢に相当す

る避暑地であるためか450人 位の参加者があ

った。勿論 国際会議ではなかったが,諸 外
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国か らも多数 の参加があ り,我 国か らも約40

人 の参加があ って(う ち私達訪米調 査団員 は

23人),な か な かの盛会であ った。参加者の

大部分は,会 場 と隣i接す るロ ッジに宿泊 し,

ゴル フ,ス ケー ト,温 水 プールに乗馬等暇 を

みては楽 しみつつ,熱 心に発表 と質疑応 答が

行 われた。

会議は,初 日の午前に総会 があ り,午 後 か

ら,2室 にわかれて1つ は発電炉の除染,他

は燃料 サ イクル と研究施設 の除染 とデ コ ミッ

シ ョニングのセ ッシ ョンが開催 された。翌 日

の午前は,前 日の午後 の続 きで,午 後 は1つ

は発電炉 のデコ ミッシ ョニングで,他 は午前

の続 きであ った。第3日 の午 前は,1つ は放

射線管理 で,他 は発電炉 のデ コ ミッシ ョニン

グの経済 のセ ッシ ョンであった。午後 は各 セ

ッシ ・ンの司会者 による総括報告 のパ ネルが

あ り,夕 方 には,ス リー マ イル ・ア イラン ド

(TMI)の 除 染 と機能回復 につ いてのパ ネ

ルが特別 に設け られた。発表 されたペー一パー

の数は67で あ ったが,そ の うち,興 味 ある も

の をと りあげてみ る。

(1)総 会

建 設費の8%位 がデ コ ミッシ ョニングにか

かろ う。 それは,大 型炉 で30～40百 万 ドル位

であろ う。2000年 は 現在 運転 中の大型炉70基

と建設 中の130基 が計 画 も含めてデ コ ミッシ

ョニングにかかわ るであろ う。

(2)発 電炉の除染

電解研磨 の原理 を応用 した除染 法が開発 さ

れ,複 雑 な形状 のポ ンプや弁の除染 に好 適の

よ うである。除染 の今後 の課題 は,1次 系の

内面,例 えば,蒸 気発生器等 の除染 をうま く

行 うこ とである。

③ 燃料サイクルと研究施設のデコ ミッショニ

ンヴ

大 型機器のデ コ ミッシ ・ニングの経 験 を積

む こととその研究開発が今後 の課題 で ある。

(4)発 電炉のデコミッショニング

2000年 に な ると,30年 ラ イフの発電炉 が40

基 にな る。発電炉は高価であ るか ら,ラ イフ

をさ らに10～30年 延 長 させ るrecommission-

ingを 考 慮 すべ きであ る。

PWR(加 圧 水 炉)の 名称の 起 源 で あ る

ShippingPort炉 の解体 は1982年 か ら始 まる

が,こ れが本 格的な発電炉 の解体 の第1歩 と

な ろ う。 なお,コ ンク リー トの解体 は,熱 を

か けるこ と,す なわ ち,熱 応 力に よる方法 も

ある。

(5)放 射線管理

加圧水炉 の1次 系冷 却配管 にバ イパス を設

け,本 流 の0.5%を 流 し,強 い放射能 を有す

るさび を電磁 フ ィルター で除去 する方式 を,

米,仏 共 に開発 し,良 好 な結果 を得 た。

(6)発 電 炉デコミッショニングの経済性

原子炉 を停止 してか ら,30年 程 度 おいて放

射 能 を減衰 させてか ら解体 した方 が安価にな

るとす る論 と,原 子炉停止 と同時 に解体 にか

か った方が安価 とする論 に分かれ た。 また,

解体作 業 をす る上 で,放 射線 を減 じて作 業 コ

ス トを安価 にする方法 として,原 子炉 の建 設

の段 階か ら解体 し易 い設計 に してお くこと,

ロボ ッ トや遠隔操作 で解体す る方法 があ る。

デ コ ミッシ ョニングの資金 は,原 子炉 の運

転 中の料 金 に含 める方法 を とるに して も,イ

ンフ レの問題 の他 に,解 体 を誰 が実施 す るか

色々問題 が あって難か しい。

(7)昼 食会における講演

フ ィラデル フ ィヤ電 力副社長 ボイヤー 氏の
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講演 は大体 次の ようであ った。「エネ ル ギ ー

法案 は成立 したが,カ ー ター大統領は高速増

殖炉 には冷 た く,ウ ランの消費が軽水炉の数

十 分の一 にな る高速増殖炉の開発が遅れ るの

は問題 である。 また,環 境庁(EPA)は 某

原子 力発 電所 の認可 を出 した り,取 り消 した

りして,や っ何 度 目かに認可 し,着 工 を遅 ら

せた。原子 力反 対者に惑は され るこ とな く,

確 固た る態度 で行政 を進めて貰 い度い。」

(8)特 別行事(TM置 の除染と機能回復のパネ

ル)

TMIオ ペ レー ターの マネー ジ ャで あるG

PU(ジ ェネ ラル ・パブ リック ・コー テ ィリ

テ ィ)や 米国原子力規制委員会(NRC)所

属 の人 々もパ ネ リス トに加 えパ ネル が実施 さ

れた。

TMIの 原 子炉格納容器 の外 側 の作 業 を

phase-1と し,原 子 炉 格 納 容器 内の作業 を

phase-2と して区分 してい るが,ま だphase

-2に は手 がついていない。

phase-1の 除 染方法 としては,乾 式 真 空

法,湿 式真空法,電 解研磨 式除染,ハ イ ドロ

レーザー,ス チー ム ジェッ ト,超 音波除染法

等 各種 の方式 が使 はれてお り,除 染後 の表面

は,再 汚染 され に くい ように,コ ー テ ィング

されてい る。液体廃棄物 は毎 日150～200ガ ロ

ン発生 してい るが,TMI全 体 では,ま だ100

万 ガ ロンの汚 染水がた まってい る。なお,除

染 して きれいにな った水 のサスケハ ナ川へ の

放流 はペ ンシルバ ニア ・ランキ ャスター ・グ

ルー プの訴訟 に よって,全 くや られてない。

phase-2の 作 業は,ベ キテル社が立案 して

い る。原子炉格納容器 内 には水 のサンプ リン

グに より100万 キ ュ リー の放射能が ある もの

とみ られ る。

固 体 の 放射性廃棄物は,6000立 方 沢位 で

あろ う。 これは低 レベ ル放射性廃棄物埋設 地

(ワ シン トン州や サ ウスカ ロライナ州等 に あ

る)に 送 られ る。既 に2回 実施 し,今 後2年

間 に200回 位 輸送 が必要 になろ う。

作業者 の放射線 被曝線量 は,大 きい人で も

150ミ リ レム程度 で,自 然放射線(バ ックグ

ラン ド)と 大差はない。

作業 の コス トは毎 月1,000万 ドル位 かか っ

てい る。

最後 に本ANSト ピ カル ・ミー テ ィングの

プ ログ ラム ・チ ェアマ ンであ るR.J.Stouky

氏(ニ ュク レアー ・サー ビス ・コー ポ レー シ

ョン)は 次 の様 に結んだ。 「すべて の除染 を

終 了 し,TMIにdecommissioningで な く,

recommissioningの 日が くるこ とを皆 で祈 り

度 い。」

2.各 施設の訪問

(1)ア トミック・インターナショナル(ロ スア

ンゼルス)

SRE(ナ トリウム冷却実験炉)の 解体 が

進 められてお り,現 在 は図1に 示 すよ うに,

破 線 内の部 分が解体 されている。原子炉 も解

体 され,そ こは,大 きな穴 があいていた。原

子炉容器 は,そ れに接続 されている配管 を切

断 し,シ ー ル をして水 を入 れ,図2に 示す よ

うに,水 中プ ラズマ溶断を行 ない,容 器 の上

部 はカバー をし,容 器 内の排気 をした。配管

の切断 には,水 中プ ラズマ切断 の他 に,火 薬

を帯状 に巻 きつけて,爆 破 切断 を実施 した 。

コン クリー トの表 面汚染 をハツつたが,こ

れ は,ス キ ャブ ラー と称 す る小 型空気作動 ノ

ミによ り実施 した。
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図1ナ トリウム冷却実験炉(SRE)

(一 一 一一 の内側 は既 に解体 されてい る)

(AI-BD-DOE-77-27に よ る)

雛 燃 融

矯

図2SRE炉 容 器切断水 中プラスマの上部

(下 に原子炉容器)

(AI-BD-DOE-77-27に よ る)

一23一



図3パ ス フ ィンダー火 力発電所

図4バ ッ テ ル ・ ノー ス ゥ ェ ス ト

パ シ フ ィ ッ ク研 究 所

(右の煙突は現火力のもの左の煙突は旧原子力換気用のもの)

(2)米 国原子力規制委員会(NRC)と エネル

ギー省(DOE)

現 在 の規制や指針 にあきた らず,NRCは

そ の評価 を行 うべ く,ま ず,原 子炉施設 のデ

コ ミッシ ョニングのケー スス タデ ィ等 を民 間

に委託 して,進 めてい る。既 に,加 圧水炉,

燃 料再処理工場等 について報告書 ができ上 っ

てい る。

DOEは,そ の所 有す る施 設 のデ コ ミッシ

ョニ ングの実施 と計 画 を行 っているが,500

ヵ所 の施設 でのプ ロジェク トを実施 した。 さ

らに,2000年 までには,5億 ドルはかか ると

してい る。

(3)Pathfinder火 力発電所(サ ウスカロライナ

州)

沸 騰水 型原子力発電所 として約4年 間運転

したが,そ の気水 分離器 が破損 したのを機会

に火 力発 電所 に変換 した。 ター ビンは燐酸 で

除染 し,火 力に も同 じもの を使用 してい る。

原子炉 は,配 管類 を切 断 し,メ クラに して

原子炉格納容器 内に密閉管理 されてい る(図

表1デ コ ミッシ ・ニングの分類

グンニヨシツミ
式
コ
方
デ
の

α)解 体

a)即 時解体

b)遅 延解体

(2)安 全貯蔵

a)遮 蔽隔離

b)密 閉管理

c)安 全保管

後 の 使 用 条 件

無制限解除

遅延期間中は条件付で

使用可

条件付で使用可

サイトは条件付で使用

可。設備は放射能ある

もののみ使用可。

放射能あるもののみ使

用可。

(備考)条 件付で使用可とは放射能以外の一般

の使用も可であることを言 う(但 し条件

付で)。

3参 照)。

(4)バ ッテル ・パシ ィフィック ・ノースウェス

ト・ラボラ トリー

ここは,も とハ ンフ ォー ド国立研究所 であ

ったが,そ の1部 を1964年 に 引継いだ。(図4)

NRCか ら の委託で,デ コ ミッシ ョニング

のケー ス スタデ ィ等 を進めてい る。 ここで表

1に 示 す ように,デ コ ミッシ ョニングの分類

の新提案 を してい る。

また,DOEか らの委 託で,電 解 研磨 を応

用 した除染方法 や,ア ー クを利 用 して金属 厚

一24一



板 を切断す るアー ク ・ソー等の研究開発 をも

進めてい る。

(5)ア イダホ ・ナシ ョナル ・エンジニアリング

ラボラ トリー

世界最初の発電炉EBR-1(ナ トリウム冷

却 高速増殖 炉,1951年12月20日 初 発電)が 記

念館 となっている。これもデコミッシ ョニン

グの形態の1つ である。

OMRE(有 機材冷却減速炉)も 解体 され,

現地には,炉 のあとに大きな穴があいていた。

(と りかい きんいち 日本原子力研究所東

海研究所安全性試験研究センター長)
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長期 エ ネルギー需給展望 を通 して
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1.は じ め に

昨今,エ ネルギーに係わ る話題は各方面 で

いろいろの立場か ら取上げ られ てい ますが,

そ のほ とん どは石油 不足か ら派生す る問題点

であ るとともに,こ れか ら先せいぜ い5年 ぐ

らい までの当面 の対 応策 とい う性格 の ものが

多い ようです。

エネルギー需給予測あ るいは見通 しについ

て これ までに発表された もののほ とん どは一

次エネルギー段 階での しか も需要 と供給 のバ

ランスが取 られた ものな ので,作 業段階 では

いろいろな問題があ った として も私 たちの 目

に触 れ るものは,そ の点が解決 され た形 の も

のにな ってい ます。 また,予 測の期間は一次

エネルギー需 要総 量については2020～30年 ぐ

らい までの もの もあ りますが,二 次エネル ギ

ー でのバ ラン スまで考慮 した ものは長 くて も

せいぜ い2000年 ぐ らい までの もの しかあ りま

せん。

ここではい くつか の仮定 の もとに,さ らに

長 期の,2020年 まで のわが国 の一次 お よび二

次エネルギー需要の イメー ジを別 々に描 き,

そ こに現 われ る姿か ら今後 私た ちが考 えるべ

きい くつかの問題 点につい て考 えてみよ うと

思 い ます。

2.エ ネル ギー需要 と供給の長期イメージ

将来 のエネルギー需要量 を予測す る方法に

は大別す る とGNPが 伸 びれば(あ るいは伸

ばす ためには)エ ネルギー需要量 も伸 びるで

あろ うとして想定 す るマ クロか らのアプ ロー

チ と,個 々にエネルギー消費各部門でのエネ

ルギー需要量 を想定 し,そ れ らを積み上げて

総 エネルギー需要 量 を出す ミクロか らのアプ

ロー チ とが あ ります。 しか し,ミ クロか らの

アプロー チには例 えば,各 業種での生産動 向

がど うな るのか とか,私 たち の生活の姿が ど

う変わ るのか,な どの不確定要素が多 く,ほ

とん ど不可能 に近 い といえ ます。従 つて,各

所 で行なわ れているエネルギー需給予測 はマ

クロか らのアプロー チ とな ってい ます。一言

つ け加 えます と,民 生 用都市ガ ス需要量や電

力需要量な ど一部 の部 門については ミクロか

らの予測が可能 な もの もあ りますので,そ れ

らをマクロか ら予測 された値 のチ ェック用 と

して使 ってい るよ うです

2.1一 次エネルギー需要量の想定

一 次エネル ギー需要量 の想定 にあた っては

マ クロか らの アプ ロー チを 取 り ま し た。 ま

ず,GNP成 長 率につ いては,ハ イケー スで

は1976年 か ら1990年 は5.3%,1990年 か ら2000
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表1GNPお よび一次 ・二次 エネルギー需要想定

項 目

GNP

(45年価格 ・兆円)

エネルギー弾性値

総 一次 エ ネル ギー

需 要

(1013Kcal)

エネルギー原単位

(Kcal/円)

国 内一 次 エ ネル
ギー 需 要

(1013Kca1)

一一次 ・二 次 転 換

ロ ス

二 次 エ ネ ル ギ ー

需 要

(10131くca1)

ケ ー ス

ハ イケー ス

ロ ー ケ ー ス

ハ イケー ス

ロ ー ケ ー ス

ハ イケー ス

ロ ー ケ ー ス

ハ イケー ス

ロ ー ケ ー ス

ハ イ ケー ス

ロー ケ ー ス

・976年1・99・ 年 2000年 2010年 2020年

実 数

100

伸び率「実 紳 申び率

5.3% 200

4%

2%

実 数

300

250

陶 率
3%

1%

「実釧 伸醐 実数
400

270

3%

0.5%

540

290

0.77 0.7 0.7 0.7

380

38

360

28%

260

4.1% 660

32

4.1% 630

30%

3.8% 440

2.8%

1.4%

870

760

29

31

2.8%

1.4%

830

720

30%

2.8%

1.4%

580

510

2.1%

0.7%

1070

810

26

30

2.1%

0.7%

1020

770

30%

2.1%

0.7%

710

540

2.1%

0.35%

1310

840

24

29

2.1%

0.35%

1250

800

30%

2.1%

0.35%

880

560

年 は4%,2000年 か ら2020年 は3%を,ロ ー

ケー スで は1976年 か ら1990年 は ハ イケー ス と

同様5.3%,1990年 か ら2000年 は2%,2000年

か ら2010年 は1%,2010年 か ら2020年 は0.5

%を それ ぞれ想定 しま した。総一次エネル ギ

ーお よび国 内一 次エネルギー需要はGNP成

長 率 をべ一 ス として1990年 まではエネル ギー

弾 性値 を0.77,1990年 以 降はO.7と して想定

しました。 エ ネルギー弾 性 値 の数 値 につい

ては特に検討 してい ませんが,省 エネル ギー

と用途構成,産 業構成 の変化 によ り達 成 され

ることを期待 してい ます。その結果 は表1に

示 します。総一次 エネルギー需要 と国内一次

エネルギー需要 の差 は輸 出 と在庫増 に よるも

のですが,総 一次 エネルギー需要 に対 して一

定 比率(1976年 比 率)と 考 え特 に内容 の検討 は

行 な ってい ません。二次 エネルギー需要 は一

次か ら二次への総合 転換 ロスを差 し引いた も

の として算定 しました。総 合転換 ロス率 は30

%と し ました。二 次エネルギー需要量は1990

年 で は440×1013Kcal,2000年 で は580～510

×1013Kca1,2010年 で は710～540×1013Kca1,

2020年 で は880～560×1013Kca1と な ります。

さて,後 で行な うのですが,二 次エ ネルギ

ー製 品 ごとの需要 量 と供 給量 とをつ き合せ
,

細 部 での問題 点 を明確 に させ るための準備 と

して,こ の二次 エネルギー需要量 をまず産 業,

民 生,交 通,そ の他 の4部 門に配分 し,次 に

それ らを石炭製 品,石 油製 品,都 市ガ ス(天

然 ガス を含 む),電 力 の4製 品需要 に振 り分

け,さ らに4製 品需要 を各製 品ご との一次か

ら二次へ の転換効率 で逆算 して一次エネル ギ

ー需要 を出 しました
。 その結果 は表2に 示 し

てお ります。表1の 国 内一次 エネルギー需要
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表2二 次エネル ギー製品別一次

エ ネルギー需要量想定

(単位1013Kca1)

表3一 次エネルギー供給可能量の想定

1・99・年12… 年1・… 年1・・2・年

年圃 ケース

1990

石炭
製品

70

執
蜀灘油品石製

290 20

電力

230

計
水 力(万kW)2,6・ ・13,…}3・ …3・ …

2000

2010

2020

地 熱(万kの 73・1・,6・ ・12・ …[2・5・ ・

610
国内石油・天然ガス

(万kの
95・1・,5・ ・巨 ・5・・1・,5・ ・

2イ 隻 …37・13・{3・ ・18・ ・

!一99・33・13・127・172・

:イ91・2・14・ ・14・14・ ・1・・2・

3・13・ ・レ7・

国 内 石炭(万 ・・n)2,…1・ ・…12,…2・ …

原 子 力(万kW)5・3・ ・1・・・・…1・ ・5・…1・2・ ・…

海 外 石炭(万 ・・n)1・4,35・1・2・・…1・25・ …1・3・ ・…

!-llll9・13・ ・

:イ91・5・155・15・5…25・

3・132・18・ ・

LNG(万 ・・n)14,5・ ・5・ …5・ …IS・ …

輸入 石油(億kの3.53。53.02.5

r91…35・
新 エ ネ ル ギ ー

* * *

量 と表2の 値 とはほとんど一致 しています。

なお,こ こでの需要想定作業の際考慮 した

事柄は次の通 りです。

① 産業,民 生,交 通,そ の他の4部 門の内

産業部門のエネルギー消費の構成比率は素

材産業の比重が将来ゆるやかに低下す るこ

とを見込んでいます。交通部門については

燃費向上や大量輸送機関へのシフ トな どを

想定 し,や はりゆるやかな比率低下を見込

んでい ます。一方,民 生部門については人

口の増加,冷 暖房設備の普及率向上な どを

想定 しエネルギー消費比率の上昇を見込ん

でいます。

② 産業部門での二次エネルギー製品の消費

構成比率は石炭製品および電力の比率がゆ

るやかに上昇 し,反 面石油製品の占める比

率は低下することを見込んでいます。

民生部門については石炭製品,都市ガス,

電力の占める比率が高まり,石 油製品の占

*)例 えば

① 日本エネルギー経済研究所 わが国の中長

期エネルギー需給予測(昭 和53年11月)

② 資源エネルギー庁編 我が国エネルギー問

題の長期展望(昭 和52年10月)

合計(・ …3K・a1)62・75・18・ ・!87・

注)1.国 内 石炭 は6,600Kca1/kgと して算 定

2.海 外 石炭 は7,150Kcal/kgと して算 定

3.石 油 は9,400Kcal/kgと して算 定

4.地 熱 は 石油 換 算

5.需 給 をバ ラ ン ス させ るた め に は,*印

の所,す な わ ち,原 子 力,海 外 石炭,新

エ ネ ル ギー の 積 増 し,ま た は 開発 が 必 要

で あ る 。

め る比率は50%ま で低 下す るこ とを想定 し

ました。

交通部 門についてはわずかでは あ ります

が,電 力化 され ることを想定 しま した。

2.2一 次エネルギー供給量の想定

一 次エネルギー供給 量の想 定 に あ た っ て

は,本 年8月 発表 された総 合エネル ギー調査

会需 給部会 の 「長 期エネルギー需給暫定見通

し」中間報告 をベー スとして,こ れまで に公

表 された各種 予測*)を も考慮 し,表3に 示す

ように想定 しました。

水 力については2000年 で3,200万kWと 想 定

し,そ の先大 きな伸 びはない もの と考 えま し

た。

地熱 については順調 に開発で きるもの と考

え,2020年 で2,500万k4を 見 込ん でい ます。

国内石油 ・天 然 ガス につい ては2000年 で
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1,500万k4に 到達 し,そ の後 その規模 を維持

で きるもの と想定 しま した。

国内石炭 につい ては,2,000万 トン体制が

維持 され るもの と想定 しま した。

原子力につい ては,相 当の開発努力がな さ

れ ることを期待 し,2020年 で2億kWを 見 込

んでい ます。

海外 石炭 につい て も相 当の開発努力がな さ

れ ることを期待 し,2020年 で3億 トンを見込

んでい ます。

LNGに つ いては5,000万 トンが維持 され

るもの と考 え ま した。

輸入 石油 につい ては2000年 までは3億5千

万k9の 水 準 を維持 でき るもの と想定 し ま し

た。 それ以降につい て も維持,増 大 を図 るべ

き ことはい うまで もあ りませんが,何 が問題

にな るか を鮮 明に させ る一つ の方法 として,

2000年 前後 に世 界の石油生産お よび貿 易は ピ

ー クを迎 え
,そ の後 は下降す る もの と仮定 し

てみ ま した。従 って,日 本が入手 でき うる量

も減 少す るであろ うと想定 しましたが,こ の

低 下傾 向その ものには特別 の計算上 の基礎 は

あ りません。

なお,新 エネルギーについ てはそれ 自体 を

今後 開発 すべき ものであ るので,今 後 の課題

であ ると考 え供 給可能量か ら外 して考 え るこ

ととしました。

2,3想 定にからむ2～3の 問題点

以上 でエネルギー需要 と供給 の長期 イメー

ジが一 つできたわけですが,作 業 の過程 を振

り返 って問題 とな りそ うな点 を考 えてみたい

と思 います 。

まずGNP成 長 率につい て考 えてみ ます。

ユ990年 までは ここで取上げた よ うに5.3%ぐ

らいが一般的 に期待 されてい るよ うです。そ

れ以降 につい てはいろいろな考 え方が 出 され

てい ますが,成 長率が小 さい となん とな く不

安 を感 じる人が多い ようで,で きるだけ高 く

期待 したい ら しい のです。わが国の将来 の姿

として どんな成長率が よいのかは専門 家 の方

々の意見 によって決め るべ きものか と思 い ま

すが,従 来 のい ろい ろな文献 を見 る限 りでは

ここで考 えてい る幅 に入 ってい るようで す。

次にエ ネルギー弾性値 について考 え てみ ま

す。 ここでは1976年 か ら1990年 は0.77で そ れ

以降は0.7を 想 定 しました。 その内容 につい

ては特 に検討 を していませんが,半 分 は各部

門での省 エネルギー効果 であ り後 の半分 は消

i費構造が エネルギーをよ り消費 しな い部 門ヘ

シフ トす るため達成 される ものと期待 してみ

ま した。 しか し,人 によっては今後大幅 な省

エ ネルギーは期待 できない とか公害対策 等 で

省 エネルギー分を くって しま うだ ろ う か ら

0.7は 到 底達成 できず0.9ぐ らいがいい所 だ と

い う人 もい ます。か と思 うと米 国では2000年

ぐ らい までは0.4ぐ らいを 目標 に してい るの

で,日 本 で も強力に省 エネルギー を進 めれ ば

できるだろ うとい う人 もい ます。ほん と うの

所 どん な値 にな るのか 分か りませんが,0.7

は そ うい う意見の中間的な値 です。

次 はエネルギー需要の規 模についてです 。

表1の 国内一・次エネルギー需要 量 を見てい た

だ くと分か るように2020年 の ローケー スで も

1976年 の2倍 強,ハ イケー スの場 合は3.5倍

に もな ってい ますが,エ ネルギー原単位 が 下

が ることを考 える と生産量では それ以上 の大

きさ とな ります。 しか し,鉄 鋼,化 学,セ メ

ン ト,紙 ・パル プな どで それほ どの生産量 に

な るか とい うと首 をひね る人がほ とん どの よ

うです。では一体だれが それ を使 うよ うにな
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るので しょうか。今後 生 まれ る新 しい産業 で

使 うよ うにな りそ うです とい う答えにな らな

い答 え とな らざ るを得 ません。

この他 に も一 次エネルギーか ら二 次エネル

ギーへ の転換 効率 とか,産 業,民 生,交 通,

そ の他 でのエネルギー需要の比率が どう変 わ

るかな どまだ まだ多 くの問題 とな りそ うな点

が 残ってい ますが,も う一点海外 石炭 の量に

つ いて考 えてみたい と思い ます。

表3で は2020年 で3億 トンの石炭 を海外 か

ら運ん で くるこ とを規 定 してい ますが,3億

トン とはどれ くらいの量なので しょうか。石

炭運搬船 は現在10万 トン クラスの ものが一般

的な よ うです。 どこか ら運んで くるかに もよ

るのですが,オ ー ス トラリアあた りか らとす

ると年 間7～8往 復 でき ることにな ります。

そうす ると石炭運搬船 は375隻 必要 にな りま

す。一方,現 在考 え られてい るコー ルセン タ

ー の規 模は1セ ン ターで年 間1,000万 ～1,500

万 トンの石炭 を取扱 うものですが,3億 トン

の石炭 とな る とそ うい うコールセン ターが20

～30ヵ 所 必要 にな ります。表4の 原油 の輸 送

の場合に比べるとその大変さが分かると思い

ます。大量の石炭 を固体のまま日本へ運ぶこ

とはコス ト的にも得策ではなく,流 体にして

運ぶことを考えるべきだという人が多いので

すが,日 本のために海外で石炭 を流体化する

ことは実際問題になると大変なようです。

3.需 給 バランスのチ ェック

前述 の表2お よび表3に 示 す需 給 の数 字 を

もとに した,ト ー タルエネルギーバ ランスを

図1に 示 してい ます。 これ を見 ると新 エネ ル

ギーの導入 がない限 り2000年 以 降 ゼ ロ成 長

の ローケー スを達成 す るのがや っとで あるこ

とが分か ります。従 って,2000年 以 降 どれ だ

けの成 長が期待 でき るかは新 エネ ルギー を中

心 として ここで考えた供給 可能量 にさらにど

れだけの積 み増 しがで きるかにかか ってい ま

す。逆にい えば積 み増 しがで きな ければ,供

給 可能量に見合 った成長 率 まで落 とさざるを

得 ない こととな ります。

次に二次エネル ギー製 品 ごとのバ ランスを

とってみ ま しょう。 ここの想 定 に も実際 には

表4石 炭 ・原油の輸送の比較

石 炭

輸送量(轍 量)13億 トン

輸送船の大きさ1)
(2.1×1015Kcal)
10万 トン 石炭

皇 里船

原 油

3億kZ

(2.8×1015Kca1)

20万 トン タ ン

カ ー

年離 知 数・・18往 復 9往 復

必 要 隻 数・・1375隻 167隻

注)筆 者の概算による。

1)石 炭専用船とタンカーの大きさは典型的

な容量として,そ れぞれ10万 トンと20万 ト

ンとを採用した。

2)石 炭については輸入先を米国,オ ース ト

ラリア,石油については中近東を想定した。

3)(必 要 隻数)=(輸 入量)/

(輸 送船の大きさ)×(往 復回数)
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図1一 次 エネルギー需給 トー タルバ ランス
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いろいろ問題 を含んでいるのですが,一 応熱

量べ一スの問題に絞って考えてみます。

都市ガスの原料としてLNGを 先取 りする

こととしました。その限 りでは都市ガス需要

を満たすことはできます。残ったLNGは 電

力へ廻すことにしてみました。

現在の石炭の需要先は主に製鉄用原料炭 と

発電用燃料炭です。石炭 を利用するためには

石炭の輸送 ・貯蔵設備 を含む取扱い設備や公

害対策設備などを設ける必要があ り,急 激な

需要の増大は期待できないと思われます。

この作業では石炭の需要の全体に対 して占

める比率はゆるやかに上昇することを想定し

ていますが,そ れでも石炭は供給過剰 となっ

てお り,今 後石炭の使用先を開拓する必要が

あります。

石油の需要量は多少の比率低下を考えても

量的には上昇することが分か ります。一方,

石油入手量は2000年 以降減少す ることを想定

したの で,2000年 以降の石油不足は電力用

へ廻っていた分を全てカットしても,ま た,

2000年 以降ゼロ成長にしても起こることが分

か ります(図2)。 特にハイケースの場合には

不足量は相当のもので,2020年 でのそれは石

油換算で3億2千 万k9に 相当します。 ロー

ケー スでも2020年 での不足量は石油換算で1

億1千 万k9に 相当します。 従って,今 後 ど

のような成長を期待するに しても各部門で石

油か ら他のエネルギーへの転換を早急に行な

うか,石 油に相当するエネルギー製品の開発

例えば石炭の液化などを積極的に行なう必要

があります。 一

電力についてはここで取上げた供給エネル

ギー種の全てのものから電力をつ くることが

できるので,ト ー タルエネルギーバランスが
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図2石 油需給 バ ランス

取れ ていれ ば電 力バ ランスは取 れ ること とな

り,2000年 以 降 ゼ ロ成 長の ローケー スで あれ

ば,需 要 を満 たせ ることが分か ります。

4.ま とめとして

ここで作 った長期エネルギー需給のイメー

ジから今後私たちが考 えなければならない点

をいくつか提起 しておわ りにしたいと思いま

す。

第一に私たちはどれ くらいのGNP成 長率

を期待 しているのでしょうか,も しくは期待

すべきなのでしょうか?私 たちの生活水準を

維持向上させるためにエネルギー需要の増大

が不可避であるとするならば,私 たちはどん

な生活を将来に期待 しているので しょうか。

その期待値 としてこの場合のハイケース程度

の ものならば私たちは相当の覚悟で新エネル

ギーを開発 し実用に供 さねばならないことに
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な ります。現在,ほ とんどの日本人は自分は

中流の生活 をしていると意識 してお り,そ れ

に満足しているようですが,今 後の成長とは

私たちに何 をもたらすことになるので しょう

か・この辺については専門家のご意見をお聞

きしたい所です。

次に石油不足については石油 ショック以来

いろいろ話題にされていますが,2000年 以降

の石油入手量が減少することを想定すると,

電力で全 く石油 を使わな くても,さ らにゼロ

成長にしても各部門で石油不足の現象が生 じ

るようです。従 って,石 油から他のエネルギ

ー源へ切換える必要があります。その際,一

部は電力や都市ガスへの転換が考 え、られ ま

す。 しか し,一 次エネルギーから電カへの転

換効率は他の二次エネルギー製品への場合 と

比べて格段 に低いので,大 幅に電力化を進め

るとさらに一・次エネルギーの積み増 しが必要

にな ります。また,大 幅な都市ガスへの転換

が行なわれる場合にはパイプライン網の充実

や原料の手当てなどの問題が生 じます。

なお,エ ネルギー需要の伸び率の低い場合

には,ト ー タルエネルギーバランスは合いま

すが,石 油不足が生 じる反面石炭の供給過剰

という現象が起き,石 炭 をどううまく使 うか

という問題が生 じます。石炭を使 うに際 して

は石炭の取扱い上の問題,公 害対策,灰 処理

などの多 くの問題を抱えていますので,そ れ

らの問題 を緩和するためにも石炭のガス化,

液化処理が必要となるでしょう。しかし,そ

の技術の開発実用化までにはまだまだ時間が

かか りそうですので,開 発研究を促進す る必

要がありそうです。なお,そ ういう技術 を持

つことはその見返 りとして海外資源の入手に

つながると考えられています。

太陽エネルギーを主 とした新エネルギーに

ついては,ト ータルエネルギー量での不足の

積み増 し分 として,お よび石油の代替源 とし

ての両面から開発する必要があります。 しか

し,そ の性質上分散型とならざるを得ないで

しょう。

ここで取上げた問題の外 にも多 くの問題が

残っているわけですが,こ れらの問題につい

ては直接エネルギー技術の開発やエネルギー

政策に携わ っている人々だけでな く私たち皆

で考え解決策を見い出 してい く必要があるよ

うです。そのためにもいろいろな角度からエ

ネルギーに係わる問題点がどこにあるかを考

えることは大切なことであり,そ れらを一般

の人々に正 しく伝えることはさらに重要なこ

とのようです。これからも多 くの人々とエネ

ルギー問題 を考える機会を持ちたいと思いま

す。

(おおえ やすひろ 主任研究員)
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研 究 所 の うご き

(昭 和54年9月1日 ～12月31日)

◇ 企画委員会開催

1)第4回 企画 委 員 会

日時:9月11日(火)14:00～16:00

場 所:当 研 究 所会 議 室

議題:(1)地 域 エ ネ ル ギー 需 給 策 定 の ケー ス ・ス タ

デ ィ(ロ ー カル ・エ ネ ル ギー ・ シ ス テ

ム)

(2)特 定 テー マ(エ ネル ギー ・シス テ ム変 遷

の未 来像 を 求 めて 一 新 しい エ ネ ル ギー 技

術 戦 略 を探 る一)

2)第5回 企画委員会

日時:11月13日(火)15:00～17:00

場所:当 研究所会議室

議題:(1)ハ ワイの海洋温度差発電 と中国のバイオ

ガスについて

(2)燃 料 用アルコールに関する調査について

(4)特 定 テーマ(将 来におけるエネルギー立

地の構想と評価)

3)第6回 企 画 委 員 会

日時:12月18日(火)15:00～18二30

場 所:ナ ポ レオ ン ・ダ イ アモ ン ドル ー ム

i議題:(1)「 ロー カル ・エ ネ ル ギー シ ス テ ム」 の 経

過 報 告

(2)特 定 テー マ(将 来 に お け る エ ネル ギー 立

地 の構 想 と評 価)

◇ 主なできごと

9月11日(火)「 核熱の産業利用に関する調 査」第

2回 委員会開催。

第4回 企画委員会開催。

12日(水)「 アルコール問題」合同連絡会開催。

13日(木)「 生体系による太陽エネルギー変換」

委員会開催。

19日(水)MITI-IAE定 例懇談会第4回

開催。

「電気事業が直面する技術開発課 題

に関する調査」委員会第2回 開催。

25日(火)「 ローカル ・エネルギー ・システム」

委員会第1回 開催。

「将来のエネルギー価格予測検討」委

員会第1回 開催。

10月1日(月)「 エネルギー技術データベース の体

系化研究」委員会第1回 開催。

5日(金)「 将来におけるエネルギー立地 の構

想と評価」ワーキング ・グループ打合

せ開催。

22日(月)「 トリウム燃料サイクルバック エ ン

ド予備評価」委員会第2回 開催。

23日(火)「 原子カプラン ト運転信頼性」研究会

開催。

25日(木)「 廃炉技術基準等確立調査」委員会第

1回 開催。

30日(火)「 アルコール問題」合同連絡会開催。

11月13日(火)第5回 企画委員会開催。

14日(水)「 核熱の産業利用に関する調査」第3

回委員会開催。

15日(木)「 アルコール問題」合同連絡会開催。

17日(土)「 ローカル ・エネルギー ・システム」

委員会第2回 開催。

20日(火)「 高 レベル廃液固化貯蔵プラン トに

関する安全性解析の研究」について動

燃事業団に中間報告を行う。

22日(木)「 将来におけるエネルギー立地 の 構

想と評価」ワーキング・グループ打合

せ開催。

27日(火)「 電気事業が直面する技術開発 課 題

に関する調査」委員会第3回 開催。

29日(木)「 生体系による太陽エネルギー変換」

委員会開催。

12月11日(火)MITI-IAE定 例 懇談会 第5回

開催。

14日(金)「 将来のエネルギー一価格予測検討」委

員会第2回 開催。

12月14日(金)「 高 レベル廃棄物地層処分の リス ク

解析」委員会第2回 開催。

「海水ウラン等回収 システム技術 開

発調査」委員会第2回 開催。

18日(火)第6回 企画委員会開催。

19日(水)「 核熱の産業利用に関する調査」委員

会第4回 開催。

20日(木)「 トリウム燃料サイクルバックエ ン
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ド予備評価」委員会第3回 開催。

25日(水)「 原子カプラン ト運転信頼性」研究会

開催。

◇ 人事異動

10月1日 付で,下 記の新入所員の発令 が 行 わ れ

た。

安元伸司 副主任研究員(プ ロジェク ト試験研究

部配属)

墨
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